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平成１９年第２回訓子府町議会定例会会議録 
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開議 午前１０時００分 

    ◎開議の宣告 

○議長（橋本憲治君） 皆さん、おはようございます。 

 それでは定刻になりました。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の出欠を報告いたします。本日は、全議員の出席であります。 

 田古選挙管理委員長と鳥山農業委員会会長から欠席の報告がありました。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付してあるとおりでございます。 

 本日も気温が上がりますので、議員、説明員の皆さんには上着を脱ぐことを許可します。

説明員の方も遠慮なく上着を脱いでやってください。傍聴者の方もぜひリラックスして、

説明員の方も遠慮なく脱いでください。町長も脱ぎましたので、皆さん見習って軽い服装

でいきたいと思います。教育長、皆さん脱いでください。 

 

    ◎議案第３６号、議案第３７号、議案第３８号 

○議長（橋本憲治君） これより提案理由の説明が終わっております議案第３６号、議案

第３７号、議案第３８号について、各案ごとに質疑、討論、採決をいたします。 

 最初に、議案第３６号の質疑を行います。１人３回まで質疑が行えます。ご質疑ござい

ませんか。 

 ７番、佐藤議員。 

○７番（佐藤静基君） この事務分掌条例につきましては、説明をいただきましたけれど

も、あらためてちょっと伺いたいと思います。 

１つ目に、あらためてどういう目的でこういうことにしたのかと。 

２つ目に、このことによって、町民の目あるいは職員の中の仕事の効率、それから行政

の運営効果と言いますか、そういうものについてはどういうことになるのかと。 

もう１点は、人員の配置にどういう影響があって、どういうことになるのかと。将来に

向けて、こういう機構の統合と言いますか、そういうものが将来の職員の数に影響すると

いうか、そういうことまで想定しての今回のことなのか、その点をお伺いしたいと思いま

す。 

○議長（橋本憲治君） 町長。 

○町長（菊池一春君） ただいま、議案第３６号での事務分掌の一部を改正する中でのご

質問をいただきました。 

総務課長のほうから議案の説明の中でもお話を申し上げましたとおり、２つの大きな考

え方がございます。 

１つは、今空席と言いますか、建設課長が兼ねております施設車両課長、水道課長、建

設課長と３課の課長を建設課長が抱えておりますので、実質的には１人でその３課の仕事

をしているところでございますので、これらを建設課に、水道課はこれは企業会計でござ

いますので、法の定めるところによって、全く１本ということにはなりませんので、施設

車両課を建設課に統合して、かつての施設車両課が持っていたものを建設課の中に入れた

ということでございますけれども、大きくはそういうことでございます。 

さらには、これも特に福祉行政の関係で、制度がめまぐるしく変化をしてきていると。
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特に、後期高齢等の新しい福祉保健制度、高齢者福祉保健制度等の導入が来年の４月から

導入されることによって、窓口が今高齢者福祉のほうの福祉保健課で抱えている。あるい

は、それから国民健康保険と老人保健等で町民健診の義務化がなされてきて、その事前事

後のフォローアップと言いましょうか、指導が保健師の役割が担うところが大変多ござい

ますけれども、実際のところは窓口に来ますと町民課の窓口、あるいは同じ用務があって

も、さらにまた総合福祉センターのほうに行かなければならないという不便さを担当者か

らも大変出ておりまして、この機会に福祉行政、とりわけ医療も含めた一元的な窓口業務、

管理をすべきでないのかという具申も課長からございますし、それから各個人のレセプト

を参考にしながら業務を進めなければならないという状況がございまして、それらを十分

考慮して運営効果が図られると。 

それから、住民の利便性の点でいっても、このほうが非常に親切ではないかということ

で、２つ目の町民課が持っていた係の業務を福祉保健課に持っていくと。一番、私自身が

ちょっと心配しておりますのは、福祉保健課を建てたときは、総合福祉センターは町民の

福祉と健康の拠点だということで建設して、役場と合体施行の中で進めた経緯は、これは

ご存知のとおりだと思います。 

ただ、福祉保健課のほうに町民課の２係を持っていきますと、かなりその点ではちょっ

とスペースが狭くなるということと、逆に役場のスペースが幾分空間が多くなるではない

かということも含めてちょっと心配な面もないとは言えませんけれども、レイアウトをし

ながら物品の移動やあるいはちょっと机の移動なども、カウンターもある意味では設置し

ながら何とか機能的なものにしていきたいということで、職員が今総務課を中心に配置等

の検討をしているところでございますので、また支障のないように進めていこうと考える

ところでございます。 

人員の配置は、人事に係わることでございますけども、当面はその２係、福祉のことで

言いますと２係を福祉保健課のほうにそのまま異動するという形を考えてございます。で

きるだけ混乱を避けたいということがございますし、それから将来の職員の数については、

幾分の出入りはあるかもしれませんけど、現状ではそのまま公園の管理係の部分がちょっ

とありますけれども、いずれにしても、現状のまま人数的にも増減はそんなにないという

ふうにご理解をいただきたいと思います。なお、細かいことでさらにございましたら、担

当課長のほうから答えさせますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（橋本憲治君） ほかご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

 これより討論を行います。討論ございますか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 討論がないようなので、これをもって討論を終了いたします。 

 これより議案第３６号の採決を行います。 

本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 
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 次に、議案第３７号の質疑を行います。議案書２９ページでございます。１人３回まで

質疑を行えます。質疑ございませんか。 

○議長（橋本憲治君） ６番、松浦議員。 

○６番（松浦啓博君） 前段の説明のときに、いろいろ説明をいただいているのですけど

も、附則のところで、附則の経過措置の関係の２番になりますけども、ここにその勤務時

間と休暇等に関する条例が載っているのですが、説明のときに、確か今回、年度途中とい

うこともあって、年度を改めるときにこの措置を取りたいという説明であったのですが、

年度途中であってもこの７月１日から施行するということなので、７月１日から施行とい

うことにはならないのか、その辺ちょっとお伺いしたいと思いますけど。 

○議長（橋本憲治君） 総務課長 

○総務課長（山田日出夫君） この附則の２項にあります経過措置についてのご質問でご

ざいます。 

ここにあえて規定しているのは、臨時職員のことなのです。私ども正職員に関しては、

当然本則に従いまして、７月１日からこの改正内容施行させていただくのですけども、臨

時職員の方々につきましては、個々の雇用契約を結んで働いてもらっているわけなのです。

それで、年度途中からそれぞれたくさんいます臨職の個々の雇用の条件を一方的に改変す

るのはいかがかということから激変を緩和するために、今回例外規定を付則の中で設けさ

せていただいて、臨時職員の方と話し合いをさせていただく中で理解をいただいて、来年

度から実施してまいりたいという意味でございますので、ご理解をお願いいたします。 

○議長（橋本憲治君） ７番、佐藤議員。 

○７番（佐藤静基君） この件につきましても、説明の段階で詳しくありましたけれども、

あらためて住民が利用する場合の開庁と言いますか、その時間と閉館時間と言うのですか、

それをお願いしたいと。 

それともう１つ、この改正によって、職員の給料とか、手当てに関しては一切変わるこ

とないという解釈なのか、その辺をちょっとご説明ください。 

○議長（橋本憲治君） 総務課長。 

○総務課長（山田日出夫君） 開庁時間につきましては、規則のほうに委任して時間を定

めるわけですけども、現在、私どもが考えているのは現行の午前８時４５分始業時を午前

８時３０分に１５分繰り上げまして、就業時の午後５時１５分を１５分間繰り下げまして、

午後５時３０分までの勤務開庁とする予定でございます。 

ただ、一部変則的な勤務時間を取っている現場もございますけども、いずれにしても、

１日８時間、週４０時間の勤務時間を確保してまいりたいと考えております。 

 次に、２点目でございます。今回の改正に伴って、職員の給与等には影響がないのかと

いうことでございます。 

現在、支給しております給与等には何ら変更はございませんけども、実質勤務時間が伸

びるわけですので、理論的には賃金が３％程度を引き下げられたものと同等だと私どもは

考えております。 

○議長（橋本憲治君） ほかご質疑ございませんか。 

 ９番、川村議員。 

○９番（川村 進君） この臨時職員の処遇については、はっきり申しまして財政難でい
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ろいろ正職員にはできない部分があるのかもしれないけれども、どのような企業において

も１０年以上勤務すると大概は正職員への登用というもの。それから、すべての身分は正

職員にかなり近くなるということが行われているのです、企業においては。それが町職員

においては、一般質問でもお答えいただきましたけども、臨時職員という呼び方すら私は

してはいけないと、すべての身分は職員という言い方でなければいけないし、町職員が業

務を遂行する上で、町民にサービスを与える上で、必要不可欠な人員が臨時職員というふ

うに考えておりますから、すべて身分は町職員により近くなければいけないと思います。 

それで、今回また見直しされるのかどうかわかりませんけれども、格差というものが言

われているときに、臨時職員というものの身分は完全に保障され、そうして賃金において

も格差があってはいけないと思います。町長、これについてきちっとお答えいただきたい

と思います。 

○議長（橋本憲治君） 町長。 

○町長（菊池一春君） 私どもの職員は消防も含めて１０３人おります。消防が、今手元

に資料ございませんから１４人ということでございますので、実質的には８９人の職員が

ございます。 

これらは地方公務員法に基づく、議員ご指摘のとおりの職員でございますので、保育所

等の現場も含めて、これらの８９人で業務を行っていると。これは例えば置戸でいきます

と、消防職員を抜いて９０人でございますけれども、実は置戸は今子育て支援センター等々

で業務機構改革を行うようでございますけども、私の記憶では保育所・幼稚園等は町営で

はないはずでございますから、逆に特別養護老人ホーム等の老人福祉施設は町の施設です

から、なかなかそれぞれの町によって状況は違いますけども、事務職そのものの占める人

数については、昨日もお話をさせていただきましたように、管内でも１人が持つ町民の数

は６０人を超しているという点で、管内の町村では上湧別に続いて２番目の状況だという

ことであります。 

 また、それだけ仕事が少ないのかということではなくて、様々な臨時の形態の中で仕事

をカバーしていただいているというのが実態でございます。 

議員のご指摘のように本来は正職員化をしていくべきではないかということでございま

すし、これは法に基づいて適切に対応してきた状況でございますし、引き継いで、私とし

てはそうであったと思っております。 

臨時の中にも様々な形態がございまして、正職員に近い事務職員という部分と、これは

ボーナスも正職員よりは少ないのですけれども、年次有給休暇も与え、そういう職員がお

りますし、さらには日々雇いで現場職員等の日当、昨日もありましたけども、最低賃金法

で言う５，６００円ですか、そのそういう方が私どもは雇用させていただいているという

ことでございます。 

総務課長から申しましたように、契約上は４月から年度契約というのが、日々の場合は

３月３１日までということでございますから、７月１日から勤務時間等が変わったとして

も、これは契約行為でございますので、臨職の日々の場合は現状どおりということを踏襲

させていただくという考え方でございます。 

詳しい中身については、臨職の形態については、ちょっと口頭で今担当の課長から答え

させますけど、大枠はこのような考え方で町政を執行していると、業務にあたっていただ
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いているという状況でございます。 

○議長（橋本憲治君） 総務課長。 

○総務課長（山田日出夫君） 議員ご指摘のように、一般行政を運営する上で、職員の数

少ない中での体制の中で、補っていただいているという点では、全く職員と同じ仕事をし

ていただいていると私どもも認識をしております。 

ただ、いろいろ財政的なもの、いろいろな観点から、すべてを正職員化ができない中で、

極力それなりの配慮しながら働いてきていただいているということだと思います。 

それで、今職員の臨時職員という表現もご指摘ありましたけど、わかりやすくするため

に言っているのであって、確かに法的には職員でございます。地方公務員の職員というこ

とでありますけども、その勤務の条件につきましては、働いている皆さん側からの要求も

今受けております。職員組合もありますので、その話し合いを近々、話し合いを進めよう

ということで話を決まっておりますので、その中で少し長期的な話になろうかと思います

けど、急に条件をどうこうということもなかなかできない面もありますので、働いていた

だいている方と、当局のほうで勤務条件について、よく話し合いをして理解をいただくと

ころは理解をいただき、また、改めなければならないところ改めるという基本的な姿勢を

今後も堅持してまいりたいと思います。 

○議長（橋本憲治君） ほかご質疑ございませんか。 

 ９番、川村議員。 

○９番（川村 進君） この臨時職員という方たちの身分は、はっきり言って町で大切で

あるという認識のもとに、労働契約をされるのでしょうけれども、やはり賃金体制だけは

絶対に職員に差別されているという感覚を持たせてはいけないし、それが町民が一番やは

り職員としてどのような試験を受けて、どういう採用方法であろうかわかりません。地方

自治法による採用方法と臨時職員の採用方法はいろいろあるのでしょうけれども、賃金体

系においては絶対に格差ができる、そのようなものは外していかなければ、町長は言われ

る福祉に対する考え方とか、いろいろな面で、やはり町民の見る目というものは相当違う

と思います。ですから、これはぜひやっていただきたいと思います。いかがですか。 

○議長（橋本憲治君） 町長。 

○町長（菊池一春君） 川村議員の非常に原則的なご指摘は、ある意味では私自身も理解

できる部分もございます。部分とあえて申し上げているのは、一方では臨職に払っている

給与があれば、積極的に民間委託や指定管理者制度に移行して、できるだけぜい肉を削ぎ

落としたほうが町の財政にとっても今大事ではないのかという強い意見も、これもまた相

当数あるのも事実でございます。私としては、昨日も申し上げましたように、可能な限り、

立場の弱い方の生活が困窮するような状況にはさせたくないという基本的な姿勢は変わっ

ておりませんけれども、そして、また総務課長が言いましたように、現業でございます職

員組合との話し合いも今後していかなければならないと。そのことと、一方では民間委託

やあるいはそういう新しい国が進めている労働形態のようなものを慎重に見極めながら、

これから判断をしていかなければならないところでございますので、この点につきまして

も、また議会の皆様方とご相談を申し上げることも多々あると思いますけれども、ご理解

を賜りたいと思います。 

○議長（橋本憲治君） ほかご質疑ございませんか。 
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（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これもって質疑を終了いたします。 

これより討論を行います。討論ございますか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 討論がないようなので、これをもって討論を終了いたします。 

 これより議案第３７号の採決を行います。 

本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

よって、本案は原案のとおり可決されました。 

○議長（橋本憲治君） 町長。 

○町長（菊池一春君） 失礼いたしました。 

ご承認いただきましたのをご挨拶が遅れました。どうも、ありがとうございました。 

○議長（橋本憲治君） 次に、議案第３８号の質疑を行います。議案書３２ページでござ

います。１人３回まで質疑が行えます。ご質疑ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 質疑がないようなので、これをもって質疑を終了いたしたいと思

います。 

これより討論を行います。討論ございますか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 討論がないようなので、これをもって討論を終了いたします。 

 これより議案第３８号の採決を行います。 

本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 

    ◎選挙第５号 

○議長（橋本憲治君） 日程第１４、選挙第５号 選挙管理委員会の委員及び補充員の選

挙についてを議題といたします。議案書３４ページでございます。 

 事務局長に説明をさせます。 

○議会事務局長（小野良次君） それでは、私の方からご説明申し上げます。議案書の３

４ページになります。 

 選挙第５号 選挙管理委員会の委員及び補充員の選挙について、ご説明申し上げます。 

 選挙管理委員会の委員及び補充員の選挙につきましては、本年７月１日をもちまして任

期満了となりますので、地方自治法第１８２条第１項及び同条第２項の規定により、委員

４名、補充員４名を議会において選挙するものであります。 

選挙につきましては、地方自治法第１１８条の規定によりまして、投票または指名推選

の方法があります。 

指名推選による場合につきましては、補充員には順位を決定しなければならないことに
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なっております。 

投票による場合は、委員の投票と補充員の投票に分けて行いますので、２回の投票にな

ります。また、投票数により順位を決定いたします。この選挙の法定得票数は、１票でご

ざいます。 

以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） お諮りいたします。 

 選挙の方法につきましては、地方自治法第１１８条第２項の規定により、指名推選より

行いたいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、選挙の方法は指名推選によることに決定いたしました。 

 お諮りいたします。 

 指名の方法については、議長において指名することにしたいと思います。これにご異議

ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、議長において指名することに決定いたしました。 

 選挙管理委員には、田古久氏、斉藤淨文氏、喜多昭子氏、仁木範幸氏、補充員には、順

位１位、三宅孝夫氏、順位２位、八島満氏、順位３位、芳賀孝司氏、順位４位、村口多加

代氏を指名したいと思います。 

 お諮りいたします。 

 ただいま、議長において指名しました各氏を当選人とすることにご異議ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

よって、ただいま指名いたしました８人の各氏が当選されました。 

 

    ◎選挙第６号 

○議長（橋本憲治君） 日程第１５、これより選挙第６号 北海道後期高齢者医療広域連

合議会議員の選挙を行います。 

 この選挙は、町村議会議員の区分において、候補者が定数８人を上回る９人となり、選

挙が行われることになったものです。 

 北海道後期高齢者医療広域連合規約第８条の規定により、すべての町村議会の選挙にお

ける得票総数により、当選人を決定することになりますので、当選人の報告及び当選人へ

の告知は行いません。 

 よって、会議規則第３３条の規定にかかわらず、有効投票のうち候補者の得票数までを

報告いたします。 

 選挙は、投票で行います。 

 議場の閉鎖を命じます。 

（議場閉鎖） 

○議長（橋本憲治君）  引き続き、投票箱の設置をいたしますので、少々お時間をいただ

きたいと思います。 
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ただいま、出席議員数は１０人であります。 

会議規則第３２条の規定により、立会人に３番、上原豊茂議員、８番、山本朝英議員を

指名いたします。 

  投票用紙を配付いたします。 

（投票用紙配付） 

○議長（橋本憲治君） 投票用紙の配付漏れはありませんか。ありませんね。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 配付漏れなしと認めます。 

投票箱を改めさせます。 

異常ありませんね。 

（職員によって投票箱点検、「異常なし」の声あり） 

○議長（橋本憲治君）  異常なしと認めます。 

 念のために申し上げます。 

投票は、単記無記名であります。投票用紙に、候補者の氏名を記載の上、事務局長の点

呼により順次投票を願います。 

○議会事務局長（小野良次君） それでは点呼を申し上げます。 

  橋本議長につきましては、最後に投票を議長席でお願いしたいと思います。 

  それでは、議席番号とお名前を呼び上げます。順番に投票願います。 

 ２番、西山由美子議員。３番、上原豊茂議員。４番、河端芳惠議員。５番、工藤弘喜議

員。６番、松浦啓博議員。７番、佐藤静基議員。８番、山本朝英議員。９番、川村進議員。

１０番、小林一甫議員。最後に、１番、橋本憲治議員は議長席で投票いたします。 

○議長（橋本憲治君） 投票漏れはありませんか。ありませんね。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君）  投票漏れなしと認めます。 

 投票を終了いたします。 

  開票を行います。 

上原豊茂議員、山本朝英議員の立会をお願いいたします。 

（ 開  票 ） 

○議長（橋本憲治君） 開票結果を発表いたします。 

 投票総数１０票、これは先ほどの出席議員数に符合いたしております。 

 このうち有効投票１０票、無効投票０票でございます。 

 有効投票のうち、北原議員５票、中橋議員５票。 

 以上のとおりであります。 

 議場の閉鎖を解きます。 

（議場開鎖） 

○議長（橋本憲治君） この開票結果を北海道後期高齢者医療広域連合議会議員選挙長に

報告いたします。 

 

◎請願第２号 

○議長（橋本憲治君） 日程第１６、請願第２号を議題といたします。 
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まずもって紹介議員の説明を求めます。議案書３６ページでございます。 

上原議員。 

○３番（上原豊茂君） 議長のただいまお許しをいただきましたので、請願第２号につい

ての説明いたします。 

訓子府町議会議長、橋本憲治様。 

ＷＴＯ及び日豪ＥＰＡなど重要農産物の貿易交渉に関する請願書。 

紹介議員、上原豊茂。 

請願者、北海道常呂郡訓子府町仲町２５番地、きたみらい農業協同組合訓子府支所運営

委員長、大沢健二。 

請願者、北海道常呂郡訓子府町仲町２５番地、訓子府町農民連盟委員長、遠藤保。 

このＷＴＯ及び日豪ＥＰＡなど重要農産物の貿易交渉に関する請願書の内容については、

皆さんそれぞれマスコミ等で十分ご承知のことと存じます。 

要約して説明いたしますけれども、国際的な貿易のルールをつくるという関係で、ＷＴ

Ｏをはじめ、それぞれ経済連携協定と日豪の経済連携協定等が進められているわけであり

ますけれども、日本農業及び北海道農業に極めて大きな影響を与えるという状況がありま

す。 

先般の議会において、日豪ＥＰＡの影響については、訓子府町で４２億６，０００万円

という説明がございました。このような状況で、これがこのまま締結されますと、地域崩

壊というところに至ってしまうという問題がございます。 

また、請願者の説明によりますと、今回行われます参議院選挙が終わり次第緊急にこの

交渉結果が出る可能性があるということから、取り急ぎこの請願を出すということであり

ました。 

そういう状況の中での請願でありますことをお汲み取りいただきたいと思います。 

それでは、記以下については朗読をもって説明に替えたいと思います。 

（以下、請願書朗読、記載省略） 

 以上、説明を終わりますけれども、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いい

たします。 

○議長（橋本憲治君） これより質疑に入ります。質疑は、紹介議員に対する質疑といた

します。ご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

 お諮りいたします。 

本請願は、委員会付託を省略し、討論に入りたいと思います。これにご異議ありません

か。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 これより討論を行います。討論ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 討論がないようなので、これをもって討論を終了いたします。 

 これより請願第２号の採決を行います。 
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本請願を採択することに、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、請願第２号は採択されました。 

 ここで１０分間休憩いたしたいと思います。午前１１時から再開をしたいと思います。 

 

休憩 午前１０時５１分 

再開 午前１１時００分 

 

○議長（橋本憲治君） 休憩前に戻り会議を再開いたします。 

 

    ◎追加日程の議決 

○議長（橋本憲治君） お諮りいたします。 

ただいま山本朝英君外４名から、意見書案第３号 ＷＴＯ及び日豪ＥＰＡなど重要農産

物の貿易交渉に関する要望意見書、意見書案第４号 道路整備に関する要望意見書の件が、

上原豊茂君外４名、意見書案第５号 地方財政に関する要望意見書の件が提出されました。 

 この際、これを日程に追加し、直ちに議題といたしたいと思います。これにご異議ござ

いませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

よって、この際、意見書案第３号、意見書案第４号、意見書案第５号を日程に追加し、

議題とすることに決定いたしました。 

 

◎意見書案３号 

○議長（橋本憲治君） 意見書案第３号を議題といたします。 

 提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 山本議員。 

○８番（山本朝英君） ただいま議長からお許しをいただきましたので、意見書案第３号

について説明をいたしたいと思います。 

意見書案第３号 

ＷＴＯ及び日豪ＥＰＡなど重要農産物の 

貿易交渉に関する要望意見書 

上記の意見書案を会議規則第１４条の規定により別紙のとおり提出する。 

平成１９年６月２８日 

訓子府町議会議長   橋 本 憲 治   様 

         提 出 者 

                          議 員  山 本 朝 英 

       議 員  川 村   進 

       議 員  松 浦 啓 博 

       議 員  佐 藤 静 基 
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       議 員  小 林 一 甫 

 次のページをお開きいただきたいと思います。 

ＷＴＯ及び日豪ＥＰＡなど重要農産物の 

貿易交渉に関する要望意見書 

 この要望意見書の内容につきましては、先ほど説明をいたしました請願第２号と同じで

ございますので、説明は省略させていただきます。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

   平成１９年６月２８日 

北海道常呂郡訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 

  衆 議 院 議 長 様 

  参 議 院 議 長 様 

  内 閣 総 理 大 臣 様 

 外 務 大 臣 様 

  農 林 水 産 大 臣 様 

 経 済 産 業 大 臣 様 

 以上でございます。どうかご審議の上、ご採択くださいますようよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（橋本憲治君） これより質疑を行います。１人３回まで質疑を行えます。ご質疑

ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

 これより討論を行います。討論ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 討論がないようなので、これをもって討論を終了いたします。 

 これより意見書案第３号の採決を行います。 

本案を原案のとおり決定することに、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 

    ◎意見書案第４号 

○議長（橋本憲治君） 意見書案第４号を議題といたします。 

 提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 山本議員。 

○8番（山本朝英君） ただいま議長のお許しをいただきましたので、意見書案第４号につ

いて説明をいたします。 

意見書案第４号 

道路整備に関する要望意見書 



 - 109 - 

  上記の意見書案を会議規則第１４条の規定により別紙のとおり提出する。 

平成１９年６月２８日 

訓子府町議会議長   橋 本 憲 治   様 

         提 出 者 

                          議 員  山 本 朝 英 

       議 員  川 村   進 

       議 員  松 浦 啓 博 

       議 員  佐 藤 静 基 

       議 員  小 林 一 甫 

 この要望意見書の説明につきましては、朗読をもって説明にかえさせていただきます。 

 次のページをお願いいたします。 

（以下、意見書朗読、記載省略） 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

   平成１９年６月２８日 

北海道常呂郡訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 

  衆 議 院 議 長 様 

  参 議 院 議 長 様 

  内 閣 総 理 大 臣 様 

  総 務 大 臣 様 

  財 務 大 臣 様 

  国 土 交 通 大 臣 様 

 以上でございます。どうかご審議の上、ご採択くださいますようよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（橋本憲治君） これより質疑を行います。ご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

 これより討論を行います。討論ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 討論がないようなので、これをもって討論を終了いたします。 

 これより意見書案第４号の採決を行います。 

本案を原案のとおり決定することに、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 

    ◎意見書案第５号 

○議長（橋本憲治君） 意見書案第５号を議題といたします。 

 提出者からの提案理由の説明を求めます。 
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 上原議員。 

○３番（上原豊茂君） ただいま議長のお許しをいただきましたので、意見書案第５号に

ついて説明をいたします。 

 朗読をもって説明といたします。 

地方財政に関する要望意見書 

  上記の意見書案を会議規則第１４条の規定により別紙のとおり提出する。 

平成１９年６月２８日 

訓子府町議会議長   橋 本 憲 治   様 

         提 出 者 

                             議 員  上 原 豊 茂 

       議 員  河 端 芳 惠 

       議 員  西 山 由美子 

       議 員  工 藤 弘 喜 

       議 員  橋 本 憲 治 

（以下、意見書朗読、記載省略） 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

   平成１９年６月２８日 

北海道常呂郡訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 

  内 閣 総 理 大 臣 様 

  総 務 大 臣 様 

 以上ですので、ご審議の上、ご採択くださいますようよろしくお願いいたします。 

○議長（橋本憲治君） これより質疑を行います。ご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

 これより討論を行います。討論ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 討論がないようなので、これをもって討論を終了いたします。 

 これより意見書案第５号の採決を行います。 

本案を原案のとおり決定することに、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 

◎報告第３号 

○議長（橋本憲治君） 日程第１７、報告第３号を議題といたします。議案書３９ページ

でございます。 

 提出者からの報告を求めます。 

 企画財政課長。 

○企画財政課長（佐藤正好君） 報告第３号について、説明申し上げます。議案書の３９
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ページでございます。 

報告第３号 繰越明許費繰越計算書の提出について（平成１８年度訓子府町一般会計予

算）の繰越明許費について、別紙のとおり翌年度に繰り越したので、地方自治法施行令第

１４６条第２項の規定により報告するものでございます。 

次のページの繰越計算書により、その内容を説明いたしますので、ご覧をいただきたい

と存じます。 

まず、繰り越した事業につきましては、本年３月の第１回定例町議会において、平成１

８年度訓子府町一般会計補正予算の繰越明許費として、ご決定をいただいた３款１項２目、

老人福祉費に計上しておりました介護保険システム改修事業。９款１項１目、消防組合費

に計上しておりました通信指令装置更新整備事業。それと、１０款３項１目、学校管理費

に計上しておりました訓子府中学校体育館アスベスト対策事業の３件でございます。それ

ぞれ３月の定例会でご決定をいただいた事業費を同額翌年度に繰り越したものでございま

す。 

なお、繰り越しの財源につきましては、通信指令装置更新整備事業にあっては、起債、

過疎債になりますけれども、３，９１０万円を。訓子府中学校体育館アスベスト対策事業

にあっては、国庫支出金として１，０００万円。起債としまして、義務教育施設整備事業

債になりますが、１，９９０万円をそれぞれ特定財源として繰り越しており、残り一般財

源としての繰り越しは、総額２９０万８，０００円となってございます。 

以上、報告第３号について、説明を申し上げました。ご審議の上、ご承認いただきます

ようよろしくお願いいたします。 

○議長（橋本憲治君） ただいまの報告に対し質疑を許します。ご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第４号 

○議長（橋本憲治君） 日程第１８、報告第４号を議題といたします。議案書４１ページ

でございます。 

 提出者からの報告を求めます。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（佐藤純一君） 報告第４号について、ご説明をいたします。議案書の４

１ページをお開きください。 

 報告第４号 繰越明許費繰越計算書の提出について（平成１８年度訓子府町介護保険事

業特別会計予算）の繰越明許費について、別紙のとおり翌年度に繰り越ししたので、地方

自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告するものであります。 

 次のページの繰越計算書により、その内容を説明いたしますので、ご覧をいただきたい

と思います。 

 まず、繰り越した事業につきましては、本年３月の第１回定例町議会において、平成１

８年度訓子府町介護保険事業特別会計補正予算の繰越明許費としてご決定をいただいた１

款１項１目、一般管理費に計上しておりました介護保険システム改修事業であります。３
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月の定例会でご決定いただいた事業費３５４万１，０００円を同額翌年度に繰り越したも

のでございます。 

 なお、繰り越しの財源につきましては、国庫支出金として８２万５，０００円。一般会

計からの繰入金が２７１万６，０００円となっております。 

 以上、報告第４号について、ご説明申し上げました。ご審議の上、ご承認いただきます

ようよろしくお願いいたします。 

○議長（橋本憲治君） ただいまの報告に対して質疑を許します。ご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

以上、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第５号 

○議長（橋本憲治君） 日程第１９、報告第５号を議題といたします。 

 職員に報告を朗読させます。議案書４３ページでございます。 

○議会事務局長（小野良次君） 議案書の４３ページをお開きいただきたいと思います。 

 報告第５号 訓子府町土地開発公社の経営状況等報告について。 

 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、訓子府町土地開発公社の経営状況等に

関する書類が町長から別紙のとおり提出があったので報告する。 

 平成１９年６月２６日提出、訓子府町議会議長、橋本憲治。 

 記、別紙でございます。次のページ、４４ページをお開き願いたいと思います。 

 平成１９年５月２３日 

 訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 様 

 訓子府町長 菊 池 一 春 

 訓子府町土地開発公社の経営状況等を説明する書類の提出について 

 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、訓子府町土地開発公社の経営状況等を

説明する書類を別紙のとおり提出いたします。 

 次のページ、４５ページから５１ページにつきましては、説明を省略させていただきま

す。 

 以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） 以上のとおりであります。 

 この報告に対して質疑を許します。ご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

以上、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第６号 

○議長（橋本憲治君） 日程第２０、報告第６号を議題といたします。議案書５２ページ

でございます。 

 提出者からの報告を求めます。 

 総務課長。 
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○総務課長（山田日出夫君） 議案書５２ページでございます。 

 訓子府町国民保護計画の策定について。 

 武力攻撃事態等における国民保護のための措置に関する法律第３５条第１項の規定に基

づく訓子府町国民保護計画を同条第５項による北海道との協議が終了し別冊のとおり策定

いたしましたので、同条第６項の規定により議会に報告を申し上げるものでございます。 

 別冊の計画書をご覧をいただきたいと思います。ご覧いただきましたように、この計画

は非常に長文で７４ページにもわたり記述されてございます。これは、法に基づき北海道

の指導を受けまして、定めなければならない項目をすべて記述しておりますので、このよ

うな内容とボリュームになってございます。 

 この計画は、訓子府町国民保護協議会条例に基づきまして、設置した協議会を２回開催

させていただき、原案を調整した後、北海道と協議をして承認を受けたものでございます。 

 なお、説明の中で、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律を法

と、訓子府町国民保護計画を計画と、町国民保護協議会を協議会と表現させていただきま

す。 

 この計画のすべてを説明することは、時間的にも非常に困難でございます。主な項目に

絞って説明させていただきたいと考えておりますけども、議長から概要がわかる程度の説

明をするようご指示がありましたので、ややお時間をいただくことになろうかと思います。 

 では、１ページをお開き願いたいと思います。 

 第１編 総論では、計画の基本的事項を定めてございます。この法や計画の目的を大き

くとらえて表現させていただきますと、不幸にしてわが国が、またわが地域が武力攻撃事

態等の状況に陥った場合、国民、住民の生命、身体、財産を保護するため、国や道、市町

村には避難、救援、被害の最小化の３本柱の役割があるということになります。 

 町の責務、計画の位置づけも、この基本に沿って書かれているものとご理解をいただき

たいと思います。 

 この計画の構成につきましては、この第１編から第５編までの本編と、資料編からなっ

ております。資料編は、後段にございますので後ほどご覧いただくこととし、説明は省略

させていただきます。 

 ２ページに移ります。 

計画の変更手続きでございますが、策定同様、協議会の諮問、北海道との協議、町議会

の報告のステップを踏むことを。また、町防災計画との整合性を図ることなどが定められ

ております。 

 次に、第２章 国民保護措置に関する基本方針では、先ほど言いました３本柱の避難、

救援、被害の最小化の実施にあたり、基本的な事項を列記させていただいております。こ

こでは、基本的人権の尊重をはじめとする国民、住民の諸権利の保護や関係機関、国民の

協力、国民保護従事者の安全確保など、留意すべき事項を載せてございます。 

 次に、４ページに移らさせていただきます。 

 第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等については、保護措置を実施する場合の町と

関係機関との役割や連携について整理しております。国民保護措置の仕組みを図で説明し

ておりますが、左側に３本の柱がございまして、それぞれの対応について、図の右に向か

って国、道、訓子府町の順序でその役割を表しているものでございます。 
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 上段の避難を例に見てみますと、国が避難指示を出しますと、道は町に対して避難指示

を連絡伝えます。町は、町内において、避難指示の伝達、また避難住民の誘導等の措置を

担当することになることを図示してございます。また、逆の流れとしまして、町が道へ事

態を逆に報告して、各措置の実施要請を町から道へ行うという逆の流れもあり得ますでし

ょうし、その場合道は国に対して実施要請をあげるということになります。 

 次に、６ページに移ります。 

 第５章 町国民保護計画が対象とする事態として、保護措置の対象とすべき２つの種類

の事態と内容について載せてございます。 

 大きな１つは、戦争や戦闘状態とも言える武力攻撃事態でありまして、４つの種類がご

ざいます。着上陸侵攻、ゲリラ攻撃、弾道ミサイル攻撃、航空機による攻撃。この４種類

の事態でございます。 

 もう１つの大きな固まりは、緊急対処事態と言いまして、武力攻撃事態と比べますと規

模は小さく、ある意味ピンポイント的な攻撃でございます。例示されているものは、危険

物質を扱う施設等への攻撃、多数の人を殺傷する物質を用いた攻撃、また自爆テロなどで

ございます。わかりやすい例をあげれば、一連の某宗教団体によるサリン散布事件は、こ

の緊急対処事態に該当いたします。 

 ８ページ以降につきましては、第２編としまして、平素からの備えや要望について記載

してございます。 

 第１章 組織・体制整備等では、町と消防における国民保護措置の平素の業務を明確化

するほか、９ページでは、武力攻撃災害時の職員参集基準や初動体制の確立について、状

況に応じた初動体制の３段階の対応などを定めてございます。 

 １２ページに移りまして、関係機関との連携体制の整備では、道、近接市町村、指定公

共団体、ボランティア団体との情報伝達や連携活動に重きをおいた規定となっております。

これは、保護措置の実施にあたりましては、町単独ではなかなか困難なことから国や道と

の間での情報交換が盛んに行われますし、攻撃や災害が広範囲になる恐れがあることや医

療などの専門的対応や情報共有が不可欠であることなどから、あらゆる機関との連携体制

が重視されているからでございます。指定公共団体は、医療機関やテレビ、ラジオ、新聞

などの報道機関を指してございます。 

 １４ページでは、ボランティア団体に対する支援ということで、町内会、実践会を含む

ボランティア団体に対する情報提供や、平素の訓練活動等への支援に努めるとしておりま

す。また、保護措置を進める上で、通信の確保、情報収集提供、安否情報の収集、提供等

の準備や研修及び訓練などについて、日頃から配慮するということを含め、２０ページま

で記述してございます。 

 ２０ページから２５ページの第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平

素からの備えでは、避難に関する施設や道路網、輸送協力体制、生活関連情報の把握など

の検討について、平素から進めることなどを定めております。 

 また、第３章 物資及び資材の備蓄、整備として、保護措置のために必要な機器類や医

薬品類については、国や道と連携して備蓄したり、上下水道等のライフライン施設の整備、

代替施設の確保、固定資産データの保守などについて定めております。固定資産データの

保守というのは、災害が広範囲にわたったとき、復旧するときに個人の財産等の情報が失
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われることを避けようとすることからでございます。 

 さて、２５ページの第４章 国民保護に関する啓発ですが、町が当面しなければならな

い重要な取り組みと認識しております。聞きなれないこの国民保護という内容につきまし

ては、まずは国民、町民の皆さんにお伝えし、少しでも理解を広めることが大切だと考え

ておりますので、当面この対応に力を入れてもらいたいと考えております。 

 武力攻撃災害による被災を最小限とするためにも、国民保護の正しい知識をお伝えしな

ければならないと考えております。 

 ２７ページからは、第３編 武力攻撃事態への対処としまして、具体的な対応について

整理しております。 

 第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置では、多数が殺傷する事態が発生した

場合、速やかに北海道や北海道警察に連絡するとともに、緊急事態連絡室を設置し、町長

を室長として担当課長による体制を整えます。 

２８ページでは、初動措置としまして、災害対策基本法に基づく避難指示、警戒区域設

定、救急救助等の緊急措置を道等々と連携して行わなければなりません。また、対策本部

設置の要請や関係機関への情報提供、協力依頼も行うことになります。これらを図に表す

２９ページのとおりでございます。国等を通じまして、武力攻撃等の兆候の連絡を受けた

場合は、先ほど９ページ説明しました職員参集基準３段階のうちの第１段階目の担当課体

制か、もしくは次の段階の緊急事態連絡室体制を立ち上げることになります。 

３０ページからの第２章 町対策本部の設置では、その手順や組織、機能を整理してご

ざいます。対策本部につきましては、総理大臣からの指定を受けて設置することになりま

す。この場合、全職員を参集させ、役場２階会議室１に通信システムを備えた本部を開設

し、町議会にその旨を速やかに連絡することになってございます。また、本部機能の確保

のために、代替施設として消防施設の講堂、スポーツセンターの順で予備開設をあらかじ

め指定しておきます。 

３１ページから３４ページにかけては、対策本部の組織及び機能、本部長の補佐機能編

成、現地調整所の組織編成を図と表にまとめておりますので、ご覧をいただきたいと思い

ます。保護措置を的確に迅速に行うため必要な場合は、本部事務の一部を行う現地対策本

部を設置したり、被災現場に現地連絡所を開設し、活動の調整行うことになります。 

３５ページから第３章 関係機関相互の連携としまして、国、道との連携のほか、知事

等に対する保護措置に必要な措置を要請行うほか、自衛隊の国民保護派遣を要請したり、

他の近接の市町村長や指定行政機関の長に応援を要請することがございます。指定行政機

関と言うのは、この近間では開発建設部とか、土現だとかというような機関になります。 

３８ページですが、町内にあっては、町内会や実践会を含むボランティア団体への各種

支援に努めるほか、住民に保護措置の協力要請を行う場合も想定しております。場合によ

っては、臨時的に住民の皆さんに活動の協力を要請する場合もあり得るというようなこと

でございます。 

３８ページの下段からは、第４章 警報及び避難の指示等でございます。警報の伝達は、

３９ページに図でまとめてございます。なお、警報の伝達方法は攻撃が迫るか、すでに発

生したときについては、消防本部のサイレンで伝えることを定めております。 

４１ページからは、避難住民の誘導等について述べてございます。避難は、知事の避難
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指示に基づいて行われます。住民に、正確に迅速に避難指示を行わなければならないと思

います。避難指示の流れは、ここに図示したとおりでございます。避難の実施にあたり、

あらかじめ研究していたパターンを参考に知事の指示に基づいた避難実施要領案をつくら

なければなりません。やみくもに避難をするということではないわけであります。道など

の関係機関の指導を受けながら、日頃から研究を重ねておき、いざというときに備えると

いう形になろうかと思います。 

４４ページに移りまして、避難住民の誘導の仕方でございます。町は、消防機関等々連

携を保ちながら町職員を配置し、連絡調整や毅然とした誘導をするなどの高齢者や障がい

者への配慮も含めまして、避難住民への種々の支援をしながら避難路の確保や避難所、食

料等の確保に努め、避難先の自治体との連絡も取りながら行うという非常に難しい対応を

迫られるかと思います。ここで毅然とした誘導というのは、誘導するだけではなく指示に

従っていただくように毅然と住民の皆さんを導いていくということになろうかと思います。

また、食料等が不足する場合、知事に対して支援の要請を行うほか、知事から避難住民の

誘導に関して、是正の指示があったときは適切な対応をするなど、臨機応変なまた効果的

な対応をとらなければならないと定めております。 

なお、４６ページ下段から４８ページにかけては、武力攻撃事態等の４つのパターンの

特色に合わせた対応を示してございます。ご覧いただきたいと思います。 

第５章 救援では、法第７６条第１項による知事から通知があったとき、収容施設の供

与をはじめ食料生活必需品の給与、医療の提供、被災家屋等の応急措置等の知事権限に係

る救援を実施することもあります。これは道だけでは手が回らなくなって、地元に預けて

くるというような場面も想定されているわけであります。 

５０ページから５３ページにかけては、救援の項目ごとに具体的な基準を示しているほ

か、救援の実施に際して知事に代わって、特定物資の売り渡しの要請や土地等の使用、特

定物資の収容、保管命令、土地等の立ち入り検査、医療提供の要請などを実施することも

定めてございます。 

５４ページからの第６章 安否情報の収集提供では、被害を受けた住民の皆さんに係わ

る情報の収集、道への報告、照会に対する回答などについて、個人情報保護に留意しなが

ら負傷、死亡等の情報を必要最小限の扱いとしております。 

５６ページの下段からは、第７章 武力攻撃災害の対処について記載しております。武

力攻撃等があれば、武力攻撃災害が発生し、その対応が必要となります。攻撃災害を防除

し、軽減することが困難な場合、知事に必要な措置の実施を要請することもあります。災

害の状況によっては、独自判断による応急措置等も必要であり、退避の指示や警戒区域の

設定のほか、土地建物の使用、収容や支障物件の除去などの応急措置の指示をやむを得ず

することができます。 

なお、６０ページ下段からは、広域災害への対象ための消防機関に関する措置が設けて

ありますが、これらはいざというとき、消防機関が果たす役割の大きさをあえて示してい

るものでございます。法のほか、消防組織法や消防法等の法令の規定からも、消防機関は

武力攻撃災害から住民を保護するため、町と一体となりまして、消火活動及び救助、救急

活動を行い、武力攻撃をなるべく防除し、軽減する役割があるということでございます。 

６２ページからの７０ページは、生活関連施設における攻撃災害や大陸間弾道弾攻撃災
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害への対処の記載が続きますが、ここでは省略させていただきます。 

７１ページからは、第４編としまして、復旧等についてです。 

第１章 応急の復旧では、主に上下水道等のライフラインの施設や道路の被害状況を道

に報告するとともに、応急の復旧処置を講じることを定めておりますし、７２ページの第

２章 武力攻撃災害の復旧では、全国的な復旧の法制整備と国の方針に沿って、道と連携

して復旧を実施することになります。 

第３章 国民保護措置に要した費用の弁償として、原則要した費用は国が負担すること

となりますので、負担金請求を国に行う事務が発生いたします。また、保護措置や救援の

実施にあたりまして、先ほど言いました土地等の収容や使用という行政処分を緊急に行っ

た結果、通常の損失の保証を行うほか、保護措置の救援要請に対し協力していただいた住

民が死亡、負傷し、疾病にかかった場合、または障がいが残った場合は、国の責任におい

てその損害補償も行うこととなります。 

最終７４ページでは、第５編 緊急対処事態への対処ですが、すでに述べてきました武

力攻撃事態等の対処にほぼ準じることとなりますので、そのことを記載してございます。 

以上、長い説明なりましたけども、訓子府町国民保護計画について、法で定められまし

た町議会への報告とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（橋本憲治君） 訓子府町国民保護計画を詳しく説明いただきました。 

 ただいまの報告については、先の常任委員会で説明しましたように、昨年の第１回定例

会において、この報告に関連する条例２本を議決しておりますので、この報告をもって質

疑を終了いたします。 

 以上、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第７号 

○議長（橋本憲治君） 日程第２１、報告７号 出納検査結果報告について、議題といた

します。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（小野良次君） 議案書の５３ページをお開きいただきたいと思います。 

報告第７号 出納検査結果報告について。 

 監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった。 

平成１９年６月２６日提出、訓子府町議会議長、橋本憲治。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成１９年３月１９日町長等

に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 柴 田 喜 八 様 

平成１９年３月１９日 

訓子府町監査委員 四十物 義 雄 

訓子府町監査委員 田 中 與士信 

 次のページ、５４、５５ページの表につきましては、説明を省略させていただきまして、
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次５６ページをお開きいただきたいと思います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成１９年４月１１日町長等

に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 柴 田 喜 八 様 

平成１９年４月１１日 

訓子府町監査委員 四十物 義 雄 

訓子府町監査委員 田 中 與士信 

 なお、５７、５８ページの表につきましては、先ほどどおり説明を省略させていただき

まして、５９ページをお開きいただきたいと思います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成１９年５月１１日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 様 

平成１９年５月１１日 

訓子府町監査委員 四十物 義 雄 

訓子府町監査委員 佐 藤 静 基 

 ６０ページから６３ページまでの表につきましては、説明を省略させていただきまして、 

６４ページをお開きいただきたいと思います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成１９年６月１１日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 様 

平成１９年６月１１日 

訓子府町監査委員 四十物 義 雄 

訓子府町監査委員 佐 藤 静 基 

 なお、６５ページから６７ページまでの表につきましては、説明を省略させていただき

ます。 

 以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） 以上のとおりであります。 

この報告に対して、質疑を許します。ご質疑ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） これをもって質疑を終了いたします。 

以上で、本報告を終わります。 
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    ◎議員の派遣について 

○議長（橋本憲治君） 日程第２２、議員の派遣についてを議題といたします。議案書６

８ページでございます。 

 議員の派遣については、別紙のとおり議員を派遣することにしたいと思います。これに

ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、別紙のとおり議員を派遣することに決定いたしました。 

 

    ◎所管事務調査について 

○議長（橋本憲治君） お諮りいたします。 

 総務文教常任委員会及び産業建設常任委員会の２常任委員会の委員長から、所管事務調

査について平成１９年度閉会中も継続して調査できるよう議決の願い出が議長に対して出

ております。これを認めることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、２常任委員会の委員長から願い出のあった所管事務調査項目について、平成１

９年度中も継続して調査できるように決定いたしました。 

 

    ◎閉会の議決 

○議長（橋本憲治君） 以上をもって本定例会に付議された案件の審議は全部終了いたし

ました。 

 よって、会議規則第７条の規定により本日をもって閉会したいと思います。これにご異

議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、本定例会は本日をもって閉会することに決定いたしました。 

 

    ◎閉会の宣告 

○議長（橋本憲治君） これにて平成１９年第２回訓子府町議会定例会を閉会いたします。 

 ご苦労様でございました。 

閉会 午前１１時５５分 
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  以上、平成１９年第２回定例町議会の会議録は小野事務局長が大要をまとめた
ものであるが、記載に相違ないことを認め、ここに署名する。 
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